
畿重点テーマ

財務諸表を用いた

長期経営計画のためのシステム

一一適用例と適用上の問題の検討一一

西国俊夫，他

どの企業でも，長期経営計画の策定には，いろ

いろ苦労しておられるようである.設備投資が需

要の増大に追いつかないような高度成長もすぎて

安定成長の時代に入った現在においては，とくに

慎重な計画が必要であろう.

私どもは 4 年前から， (財)関西情報センター

に，会計や， ORを専攻する大学人と，企画部門に

いる企業人とで混成グループをつくり，コンピュ

ータとの対話やパッチ処理を通じて l つの計画が

どうし、う結果を生むかを調べたり， LPで近似し

て最適策を見つけたりするシステムを作成してき

た.昭和50年までにつくったものを，今年度は実

企業のデータを用いて実施し，計算と実績の対比

でもそデルの妥当さを示したので，ここにその特

長と適用上の問題点，とくに実データをモデル用

の入力データに直すこと，を中心に紹介する.

なお本稿は末尾に記す 7 名が共同執筆したが，

この研究にはさらに何人かが加わっていたことを

記しておく.また研究の報告書は近く関西情報セ

ンターが印刷する( 2 J. 

I 1 システムのねらいと概略[

個別計画とか短期計画のもとになるのが長期概

算経営計画であるが，このシステムで、は，できる

だけ合理的かつ単純にそれを設定しようとするの

が目的である.そのために，可能なかぎり，経営
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科学手法とコンピュータを利用するようにつとめ

た.

主目的は個別企業での計画と分析にあるが，副

次的な円的としては，経営汁|座lに関する教育訓練

とか，財務諸表の構造のJ巴握などが考えられる.

初期データとして過去 5 年間の財務諸表が与え

られ，必要に応じて，経営諸標についてもデータ

が得られる.さらに，むこう 5 年間の予想売上主主

が販売予測システムから与えられ，それらにもと

づいて，利用者は 5 年後の経営目標を設定したう

えで，できるだけ目標が達成されるように，年度

別の計画を策定する.その結果が予想財務諸表と

して，コンピュータにより打ち出される.

ここで対象としたのは，業種を問わない複数事

業部をもっメーカーで，各事業部はそれぞれ l つ

の製品のみをつくるものとした.

このシステムのおもな特長を列挙すればつぎの

ようなものになるであろう.

(1)財務諸表がつねに怠思決定の基礎になって

いる.

(2) 複数事業都の企業モデ、ルであり， トータル

システムとしての決定が必要である.

(3) コンピュータがすべての段階に利用されて

おり，意思決定に際しては，ディスプレーを

通じての対話形式で利用できる.

(4) LP(線形計画)近似モデルがつくられてお

り，最適解の見とおしがつきやすい.

(5) 既存事業部に関する増産投資，合理化投資，
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新事業部の設立などの投資

計画が組み込まれている.

(6) 業種の形態，規模に関係

しない汎用システムであ

る.

(7)多くのサブシステムに分

割されており，プログラム

はモジュール形式になって

いる.

(8) 個別計画には入らない

が，人，物，金に関する意

思決定がすべて組み込まれ

ている.

まず最初に 5 年後の時点にお

ける経営目標を設定する必要が

あり，その項目は

総資本内部留保率，売上高増

加率，賃金水準(平均賃金)増

加率，配当率，自己資本比率，

労働生産性，設備生産性

などである.また，年度別計画

の策定に関する決定項目として

は，全社的な項目は

増資，借入返済金額，新規借

入金額，配当率，新規採用人

数，希望退職者数，新事業部

設立の有無

であり，事業部別決定項目とし

ては

生産量，仕入量，設備投資額， 事業部別人数

がある.

これらの決定項目について値を定めたうえで，

モデルに照らして実行可能性が検討され， 子想財

務諸表が作成される.

このシステムもまだ不卜分な点も多いが，でき

るだけ現実をあらわすモデルとしてつの踏台

となることができればよいと考えている.

1977 年 3 月号

長期経営目標設定(修正)

計画段階

(YES) 
一 一一一一 -1

一ー一一ー_.Jr --司

NO ./ごで士T十『\@

NO ./-::-でケ一一\I!JI

まだ --イケで\\ ⑩ 

計画の評価(目標対比)

(~ 

図 2. 1 システム利用の手順

2. システムの使い万と実施例

2. 1.使い方

このシステムの利用の手順の概略を図 2.1 に示

す.利用の際の仕事は図の右端の太字のように大

きくつぎの 4 段階にわけられる.

。データの収集と入力

。長期経営目標の設定
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。毎年度の経営計画の立案・決定

。計画の評価

システムに必要なデータがすでに入力してあっ

たとすると，利用者はまず 5 年後の経営目標を設

定し，それの達成のために，毎年度の経営計画を

つくる.それには企業モデ、ルを用いて，試行錯誤

で決定変数の値をきめてゆく方法と，年度の賃金

水準，配当率と売上量だけをきめてやればあとは

線形計画法ですべての 5 カ年分の決定変数を自動

的にきめてくれる LP法と 2 つある (2.2 参照).

そして，実行可能な年度の経営計画ができる.

すなわち，生産に関する設備や人数の能力の条件

の範囲内で，借入金や返済の制約を満たし，しか

るべき配当をし，増資もでき，期末には若干の在

庫を持てるよう生産できることをシステムが保証

してくれ，しかも長期目標に対比して満足で、きる

ことを利用者が確認しつつ，日年分の計算をす

る.このどの段階でも，システムに対して，変数

決定の助けとなるような過去のデータや，財務諸

友を要求して，ディスプレイに示させたり，タイ

プライターに出させたり，また，各制約条件を満

たしているかどうかのチェ、ソグ表をディスプレイ

させたりすることができる.

そして 5 年分の実行可能で，満足しうる li十両

をつくり終わったところで，データの 5 年分と計

算した 5 年分のつぎの諸表が打ち出される.

。貸借対照表 。損益計算書

0年度別の決定変数 o事業部別主要項目表

0年度別諸係数表 。経営諸指標

はじめに設けた長期目標は，途中の計算にはいっ

さい用いておらず，それの達成の度合を示す表の

み打ち出されて，上記各去とともに，利用者は自

らの計画を評価することになる.将来の計画の評

価には，経営の理念や思想など，利用者(意思決

定者)の主観にもとづくことが多いので，評価ま

ではシステムに入れなかった.

必要なデータはすべて入力されているものとし

て述べてきたが，ここで入力しておくべきもの
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は，過去ラ {I三分の財務諸表(貸借対照表と損益計

算書)と，毎年度の決定変数の過去の値，たとえ

li，各事業部の生産量，仕入量，賃金水準，従業

員人数などと，モデ、ルの式で使われている諸係数

である.係数値たとえぽ，完 L高に対する経費の

比率とか，支払利予率とかは入力するが，財務前

夫などから内部でJ十算されるものも多い.汎用シ

ステムを実用するときは常に入力データが問題に

なる.その問題をのちに4. であっかう.

このシステムでいう仕入量は，関連会社のつく

った自社製品と同ーの製品の仕入れの量を指して

いる.

2.2. 経営計画の作成とモデル

8. 試行錨誤法

生産のメカニズム，すなわち生産設備と人の能

力と生産量の関係，および損益・財務計算のメカ

ニズム，それに制約条件を加えた，いわば企業モ

テ、ルをつくってあり，この中の決定変数をきめよ

うというわけである.おもな決定数の関係を図2.2

に示す.

このシステムで利用者に対して環境データとし

て与えるのは，景気変動によって変えられる予想

売上量だけである.したがって，期酋製品在庫と，

その期の生産量，製品在入量の和と，予想売上量

のうちの小さいほうの値が売 t二量となる.

企業モテ、ルのうちの大部分の式は，他のモデル

でもそうであるように[ 2 ]，定義式，とくに会計

上のもの，である.生産メカニズムの 1 つの式を

例示しよう.

く生産量〉s，4El(人数)ω×く労働産出係数〉い

これは，生産量とし、う決定変数は，その事業部の

l 人あたりの生産能力(労働産出係数)の和以内

でなくてはならず，労働産出係数は人数による規

模の効果があって 3 段階に折線線形であること

を示す.

多様にからまる決定変数の実行可能な l つのセ

ットをきめることは容易ではない.そのために，
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モデ、ルで‘計算してみて，比較す

ることもできる. これが図 2.1

l の⑧である

2.3・実施例

! つぎに，実施例を示そう.わ
l れわれは，異質の製品を製造す

i る化学製造会社 (A社)と l つ
一一 ー 一一一一 」一一一 J の製品をつくるのに多くの工程

を必要とする繊維素材メーカ{

(B社)の現実のデータを使用

し，それらの会社の担当者が中

心になり計画シミュレーション

〈記号説明〉

ζコ決定項目 仁コその他

D 制約条件の判断項目 一ー項目の相互関連を示す

。 システムより与え勺れる項目 ー+ フィードパックループを示す

図 2.2 主要決定項目の関連図

計画段階で各数値をメモしておくワークシート

や，きめるべき変数の標準的な順序を示した手順

図も用意しであるし，のちの岡 2. 7 のサービスも

ある.

b. LP法

会計上の定義式はほぼ線形式のみであるので，

非線形なもの，たとえば上述の生産量の制約式の

ようなものも，できるかぎり線形近似して，線形

(企業)そデルをつくった. このモデノレ tこは，毎年

度の賃金水準，配当ネおよび売上最さえ与えれば，

5 期後の繰越剰余金を最大にするような，各変数

値が線形計画により決定される.ただし，この L

P モデノレは，試行錯誤法で用いた企業モデ、ルの近

似にすぎないので，図 2.1 の⑫から⑮への矢印の

ように， LPの結果を決定変数として，企業モデ

ルJ:で、実行可能を確かめたほうがよい.

1977 年 3 月号

を実施した.われわれはこれに

先き立ち，あるいは，これに平行して，過去の数期

間の実績とこのモデルによるシミュレーション結

果とを比較し，モテ、ルの構造の妥当性および各種

のパラメータの妥当性について検討したが，これ

については紙数の制約から割愛せざるを得ない.

計画は図 2.1 の手順で行なわれる.以下では，

計画シミュレーションを中心にそこで生じた問題

点および最終結果を示すこととする.

a. A社の実施例

A社は全体で 1 つの事業部で、ある.まず，政策

変数である決定項目が設定される.これをディス

プレイから入力する(図 2.3) .これとすでに入力

しである過年度の実績データおよび諸係数をもと

に計画シミュレーションが実施される.この結果

をうけて決定項目がモデルの制約を満たしている

かし、ないかの吟味がシステム内で自動的に行なわ
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図 2.3 A社の決定項目表

れその結果が制約条件チヱソグ表に出力される.

さらに，計画シミュレーションの結果はディス

プレイいこ損益汁算書(図 2.4) や貸借対照表の形

で示される.なお，決定項円の設定は LP法によ

り実施した結果が利用される.つまり， LP法で

の政策変数は売上量，賃金水準および配当率の 3

項 H であり，これ以外の決定項目は LP モテ、ルの

場合この実施により自動的に，求められるので，

そこでの結果が試行錯誤法での決定項円の参考デ

ータとして利用されることになる.決定項目設立

の過程でA社の場合，どのようにして生産と仕入

のバランスをとるか，また，資金の収支，つまり，

ノ
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図 2.5 A社の最終結果(主要営業成績)

借入額と借入返済と現金残高のバランスをいかに

とるかが問題となった.これらの諸点の制約条件

を満足するために司数回におよぶ試行が必要であ

った.A社の最終結果の一部を示せば，図2.5-6

のとおりである.

b. B社の実施例

B社は 2 事業部と木社にわかれており，それだ

けに決定項目の疋定はA社に比べ困難である .B

社の場合， A社で坐じた問題以外に，事業部別に

いかに人数を配置するか，つまり，生産量に合わ

せてし、かに適切に人員を配分するかが，問題とな

る.ディスプレイを用いて，数回の試行をくりか

えし，この政策に関連する決定項目が

最終的に設定された.

具体的には，決定項 r I の第 l 回目の

設定にもとづく，fI-両シミュレーション

の結果，図 2.7 の制約条件チェッグ表

のとおり， íC4.1 セイサンリョウ(セ

ソビ) J および íC4.2セイサンリョウ

(ニンズウ )J が×印のついている ~t 阿

川聞に関し;!JI)約条件を満たしていない

ことが判明した.そのため，同決定項

円が変 tとされ数回の試行を通じ，最終

的にはモデルの制約が満たされた.な

お B社の最終結果を示せば図2.8，除1

2.9のとおりである.
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図 2.4 A社の損益計算書

オベレーションズ・リサーチ
© 日本オペレーションズ・リサーチ学会. 無断複写・複製・転載を禁ず.



*・*・・金・・・・ ヒη? J iJl'ク タ f シ三ウ仁ヨウ w 禽合金合・合命骨.

-
I
l
l
i
-
-
:
1
1
1
 

a
-
-
-
-

一


-
一

-
-
z
-
7

-

-

-

-

5

-

3

 

-
-
-
-
5

・

7

e
-

》

e
1
・
2

-

-

-

-

4

-

1

 

・

3

・
-
-


-
4
-
-
-
-
-
-

-‘

-6

‘
2-7 

-
-
-
1
-
5
・

3

-
一
・

4
-

ち
-
?

-
一

-
O

一

1
-
2

-
一
-
1
-
4
-
1

・
-
-
-


-
-
-
-
一

-
I
l
-
-
φ
Z
A
?
l
+
I
 

-
'
-
-
-
-
-

-
-
'
-
8
・

6

-
一

-
-
2
-
1

-
一

-
-
9

・

2

.
四

-
-
a
-
1

-
-
-
-
3

・

1

町
‘
‘
‘
‘
一

-
4
-
-
-
-
-

-
-
-
-
-
-
-
-
-

-

-

-

8

-

8

-

6

-

-
一
-
5
-
2
-
1
-

-
E
-
3
-
9
-
2
-
、

司
-
-
o
-
6
-
1
-
p

-

-

-

1

-

3

-

1

-

-
I
l
-
-
φ
:
+
1

・

1
a
'
I
A

，

-
一
-
-
-
-
-
-
-
-

-
一

-
-
7

・

5

・

7
-

-
一
-
-
2
-
9
-
4
-

-
一
-
-
9
・
1
-
9
-
-

-
-
-
-
s
-
0

・

1
-
-

司
町
‘
‘
3
-
1
-
、
‘

-
-
-
-
一
-
-
-

-
3
-
-

一
-
-
-
-

・
目
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-

-
-
-
6
-
7
-
5
・
7
-
s
-
P

E
-
-
9
-
2
-
9
-
4
-

ア

-
4

-

-

-

T

-

9

-

1

-

9

-

8

-

4

 

-
7
・
3
一
)
一
1
-
F
4
・
1

-
-
-
1
-
3
一
1
-
-
-
1

-
-
-
-
-
e
-
-

-
一
-
一
-
-
-
-

-
I
l
-
-
e
I
+
1
4
守
1
φ
1
a
'
I
+
I
l

-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-

-

-

-

-

6

-

7

-

7

-

-

2

0

 

-
-
-
-
2

一

9

・

4
一
-
D
4

-
-
-
-
7
-
5
-
9
一
-
O
G
-

-
-
-
-
3
-
9
-
1
-
-
C
1
・

-
-
-
-
3

一
一

-
-
1
-

-
-
-
-
一
-
『

m
-

-
一
-
-
-
-
-
-
-

一
-
-
一
-
-
-
-


-
2
-
-
-
-
-
-
-
-

-
一
-
-
-
-
-
-
-
-
一
-
-
-
-
-

-
一
-
1
E
6
・
7
・
7
-
6
-
2
-
s
-

-
-
-
1
-
2
-
9
・
'
句
-
1
-
4
-
6
-
‘

-
-
-
7
-

ァ

-
5
-
n
v
-
7
-
4
-
7
-
9

-
-
-
9
-
3
-
9
一
1
・
4
-
1
-
1
-
-

-
-
-
-
3
-

一

-
-
1
-
-
-
'

-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-

一

-
e
-
-

一
-
-
-
-
-


-
I
l
-
-
+
I
e
I
A
'
E
A
'
i
a
'
l
e
i
-
+
1
1
A
'
I
+
:
I
A
'
1
 

F
u
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
一
-
一
-
-
一
一

、
フ
-
・
・
4
・
5
・
9
一
・
8
0
-
7
9
-
4
-
3
9
一
-

-
つ
-
-
-
7
-
5
-
?
一
-
4
4
-
8
7
-
5
-
G
一
一
-

-
3
-
-
-
a
-
0
・
7
-
-
0
4
-
1
5
-
9
-
9
-
-
-
9

-
凶

-
-
-
z
-
o
-
1
-
-
9
1
-
1
-
-
9
-
-
-
1
-

-
キ

-
-
-
3
-
1
-
-
-
-
-
-
-
-
-
3
-
-

-
-
-
-
-
一

-
-
-
-
-
B
-

一
-
-

-
J
-
-
-
-

一
-
-
-
-
-
-
-
一
-
-
-

-
m
-
-
一
-
一
-
-
-
-
-
-
-
一
-
-
-

-
1
-
-
-
-
-
-
-
-
一
-
-
-
-
一
一
-
一
-
-
-
-
-

-
p
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
一
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
一
-
-
-
一
-
-
-
-
-
-
-
-
一
-

-
J
-
-
o
-
4
-
5
・
9
-
7
-
8
-
6
-
o
-
3
-
8
一
司
F
-
o
-
o
-
9
-
G
一
1
一
-
o
-
s
-
v
-
6
-
8

5

一
J
-
-
3
-
7
-
3
-
7
-
9
・
8
-
6
-
F
F
4
一
月
一
-
4
-
7
-
7
-
2
-
7
-
9
-
-
6
-
6
-
7
-
9
-
8

-
m
-
-
9
-
8
-
o
-
7
・
1
-
4
-
7
-
8
-
9
-
8
-
-
9
-
6
-
a
-
4
-
o
-
9
-
e
1
-
4
・
2
-
a
-
a

-
e
-
-
8
・
2
-
o
-
1
-

ら

-
o
-
1
-
1
-
9
-
1
F
-
1
-
3
-
1
一
-
1
-
ι
-
-
3
-
7
-
-
2
-
1

-
-
-
-
3
-
1
-
a
-
1
-
-
-
-
d
O
F
-
s
-
3
-
一
-
-
。
-
一
-
-
一
1
・

3
「

-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
一
-
-
-
-
-
-
一
-
-
一
ι

-
-
-
-
-
一
-
-
-
-
-
-
-
一
-
一
一
-
-
-
一
一
一
一
-

、
-
h
-
-
一
-
一
一
-
-
-
一
-
-
一
-
一
-
-
一
切
一
-
一

-
I
l
-
-
A
-
1
-
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
:
:
I
I
I
I
l
l
i
-
-
1

・

1
1
1
1
1
1
1
I
l
l
i
-
-
1

・

1
1
:
1
1
1
1
1
1

-
》

-
-
-
-
-
-
-
p
-
h
r
-
-
ゃ
-
一
-
-
-
h
y
-
-
一
一
-
-
-
J
-
-

-
u
-
-
-
一
-
-
-
ニ
J
-
y
-
-
ν
一
一
-
-
-
ン
-
-
-
一
-
-
-
4
?
-
-

-
h
r
-
-
-
-
一
円
-
-
J
-
J
-
-
J
司
-
-
-
-
J
J
一
-
-
-
-
-
-
ヨ
一
-

-
J
-
-
-
-
-
u
-
-
ぷ
-
本
-
-
e
巾
-
-
一
-
-
'
n
一
~
-
一
-
-
-
ヴ
一
-

-
a
-
e
一
-
-
9
-
-
-
-
-
-
-
一
-
一
?
-
-
-
-
一
一
-
ヨ
一
-

.
〈
一
-
-
-
-
3
-
-
-
-
-
-
一
一
-
-
p
-
-
-
-
-
一
一
同
-
-

一
一
-
e
-
-

ィ

-
J
-
-
-

《
J
E
-
-
-
-
-
字
-
J
-
-
-
一
-
-
3
-
-
f

-
一
-
-
-
n
-
N
-
ヲ
一
一
-
ヨ
e
-
一
-
-
-
と
-
幸
一
-
-
一
-
J
-
客
-
-
ヴ

-
-
-
-
-
眺
-
ヲ
-
E
J
-
一
-
u
-
-
一
-
一

η
-
-
=
z

一
一
-
守
-
率
一
z
-
-
つ

ι
-
-
-
-
9
-
4
ウ
-
-
一
ー
ン
一
一
一
-
一

w
-

フ
-
P
一
一
一
-
-
ョ
-
リ
-
-
川

l

-
-
-
-
J
一
コ
-
つ
-
N
-
-
-
-
J
-
Y
一
イ
一
-
-
9
-
v
-
率
一
一
イ
一
-
-
ウ
-
-
-
コ

-
-
-
-
ヲ
-
f
-
ヨ
-
ト
-
川
-
-
n
-
つ
一
ヲ
一
-
ム
-
J
-
ヰ
-
ヒ
一
時
ヲ
一
-
-
ュ
コ
-
J
-
-

i
-
-

ィ

-
t

一
リ
e
ウ
-
仁
-
-
り
-
ト
-
3
-
-
f
-
u
-
つ
一
勾
イ
-
つ
-
-
-
b
-
3
-
J
-
J

一
-
-
-
J
-
ヲ
-
ヲ
-
f
-
z
-

ツ
-
-
力

-
-
n
-
-
サ
司
ザ
』
ヨ

-
υ
-

サ
e
u
-
-
-
シ
-
り
一
本
-
あ

-
句
、
専
‘
し

w
-

一
N
-
リ
-
E
-
-
-
f
E
コ
-
一
-
-
y
-
e
4
-
フ
-
3
-
一
J
-
-
9
一
ν
-
J

-
-
-
ヨ
-
7
-
J
-
ヲ
-
-
一
-
y
-
u
-
-
一
レ
-
レ

-
m
-

愉
-
-
-
一
等
-
u
-
-
-
一

-
ι
-
A
J
-
y
-
t
-
‘
J
-
ヲ
一
イ
一
-
u
-
h
-
J
-
一
マ
E
f
-
-
J
-
9
-
n
p
-

ィ

-
-
J
-
】
一
字
-
コ

-
1

-
一
-
u
-
M
1
-
4
司
-
愉
占
ノ

-
η

一
子
-
一
J
-
T
-
-
J
-
一
ず
-
り
-
m
-
ν
-
J
-
ヲ
-
-
J
-
川

7
-
w
-

嶋
守
旬

-
ヲ
-
-
ヲ
-
っ
-
e
-
ヲ
-
ノ
-
ヰ
-
ト
'
ヲ
-
2
-
J
-
-
n
-
h
ω
句

図 2.6 A社の最終結果(貸借対照夫)

図 2. 7 制約条件チ zγ ク表(第 1 rnl) 

3.1. 全般的な問題
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以上A社およびB社の最終結果に対し，両社の

担当者は説得力のある結果であると結論した.

1

3 財務面から見たシステムの特長

a. 長期経営計画の考え方

一般に長期経営計両というと大別して 2 つの考

え方がある. 1 つは，たとえば今後日年間の企業

の進むべき基本的な方向を，予測される経営内外

の環境条件のもとに明確にしようとするもので，

企業の I号する産業や商品の将来の動向の予測，新

規事業・新製品の開発，他産業への参入に関する

方針決定，それにともなう設備投資の規模や種類，

さらには設備投資に必要な資金調述の方法，財務
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図 2.9 B社の最終結果(主要営業成績，事業部 2 ) 

構造に関する計画，長期的な人員計画などを含む.

このような長期計画は企業の基本方針や進むべ

き方向の表明のほかに，問題別に，たとえば新製

品計画とか設備投資計画とか資金調達計画につい

て，長期的なタイム・スパンの中で計数的計画を

設定する.その主眼は企業活動に影響する主要な

要因に関する予測結果とこれに対処して企業の発

展をはかるのに必要な種々の手段の大綱的な計画

値をトップ以下の管理者に提示することにある.

長期計画のもう l つの考え方は，財務諸表の形

で計画の結果が表現されるような短期の総合的な

計画を何年分かつないで長期計画とするものであ

る.貸借対照表や損益計算書に合まれる多くの勘

定科目の l つ l つを計画化するので，会計の概念

が中心になる.われわれのシステムは「財務諸表

を用いた」とし、う表題が示すように，後者の考え

方にもとづくものである.業種や規模が違っても

企業全体の活動の合理性は結局のところ会計的概

念で表現し理解するのが最善の方法であるから，

この考え方は部分活動の総合的成果を要領よく表

現し評価するのに適している.しかし，長期的視点

を見落としやすい点に注意しなければならない.

実際問題として，長期経営計画を連続財務諸表

の形式で作成し，客観性に乏しい数字をただ並べ

130 

るだけなら手続きは簡単であるが，長期計画とし

てはそのような網羅的な数字は不安であるという

考えもある.ただ総合性という捨てがたい長所も

あるので，われわれはこの考え方をとったのであ

る.したがって，総合されるもとの個別的な活動

の計画と評価のシステムを強化することが残され

た課題ともいえる.

b. 複式簿記ではない

このシステムのもっとも重要なサブシステムで

ある企業モデルは，決定項円のインフットの結果

を損益計算書や貸借対照去としてアウトプ、ソトし

てくれるしその内訳項円を組合わせた経営指標

を打出すサブシステムもあって，計画の評価を容

易にするが，この企業モデルの仕組みは複式簿記

の原理によらず，いわば ~-J:\:簿記によっている.

ここで、複式簿記の原理をくわしく I;-}l明するスペ

ースはないが，簡単にいうとつぎのようである.い

ま負債ゼロの合業を考え，この企業がある特定の

時点で所有する'自の総額を「資本j とよぶ.この

「資本J は具体的には現金，売 1-.債権，原材料，

製品，設備のような形で、存Gうする. この資本の具

体的な形を「資産」という.当然に 資産=資本

である.複式簿記では資産の増加を左倶u (借方)，

資本の増加を右側(貸方)に記入し，それらの減

少はそれぞれ反対側に記入する.

また，ある期間の売と高のような収益は資本増

加させる原因である右側(貸方)に，そして費用

は資本を減少させるから左側(借方)に記入する.

さらに重要なことは，複式簿記においては企業の

資本に変化を与える事象 (r取引」という)をかな

らず借方と貸方とに同額記入することである.

たとえば給料とし、う費用を現金と L 、う資産で支

払った場合，借方に給料，貸方に現金を同額記入

する.このようにするとすべての取引は貸借同額

記入され定期間の記入合計も貸借一致する.

しかも，上の場合，記入は図 3.1 に示す 4 つのカ

テゴリーのどれかについて行なわれ，資本の純増

(利益)にはかならず資産の純増が対応しており，

オベレーションズ・リサ{チ© 日本オペレーションズ・リサーチ学会. 無断複写・複製・転載を禁ず.



また，その原因を示すものとして一定期間の収益

から費用を差しヲ 1'-' 、た利益が資本の純増に等しく

なる.前者は在高(ストッグ)の
|借方|貸方

計算，後者は損益(フロー)の計|完走|資*

算で，それぞれ貸借対照表と損 I

益計算書として表示され，両者 l 費用(収益
の利益は一致する.財産計算と i

損益計算を同時平行して行な図 3.1 もっとも

い，かつ記入・汁算上の誤謬が 簡単な会計の力
テゴリー

あった場合，それが貸借合J十の

不一致となってあらわれるものであるかぎりにお

いて，その存在を明らかにする.少々長くなった

が，以 l二が複式簿記のエッセンスである.

ところがこのシステムの企業モデルで1工財務諸

表を構成する勘定科目への記入を複式簿記て、やら

ず，各項円の定義にしたがって個別的にr1i-J1ーす

る.簡単な例によって説明してみよう.

たとえば売上:代金 10 万円全部が掛売りだとす

る.複式簿記では借方，売掛金 10万円，貸ブJ，売

上 10万円と貸借同額記入する.もし誤って売掛金

5 万円と記入すると，後日かならず貸借合計が合

わなくなる.しかし，われわれのシステムはこの

;呉った記入の結果は全部，現金勘定で調整されて

しまうメカニズムになっている.いいかえると，

現金という項円は，資本から現金以外の資産合討

を差引くことによって計算されるので，現金以外

の項目の誤謬が全部現金にしわょせされることに

なる.繰り返しいうと，現金の在高をその出入記

録から直接計算するのでなく，現金以外の他の項

目から間接的に計算し，このことによって，資産

=資本 とし寸関係を維持する.そのために現金

以外のところの誤謬が現金にしわょせされる.

財務面からみたこのシステムの 4般的特長は以

I二のようである.

3.2. 個別的な問題

a. 自製か外注か

この計画システムでは，販売を目的とする浮-し

1977 年 3 月号

い製品を自家生産しでもよいし関係会社から仕

入れてもよいことになっている. この場合，当

然，生産量や仕入量には現実にもそうであるよう

に制約条件が設けられている.

このような完成品の外注は景気変動に対する操

業度安定のためのグッションとして行なわれるこ

ともあり，また発展途 k国に子会社をつくって生

産する場合のように，コスト・ダウンを l汁るため

に行なわれることもある.また， ï主製品あるいは

原材料の形態でイ1:入れることもある.われわれの

モデルではこのような外注方式の叶世化を同種完

成品の仕入れに限定して導入している.これを異

極製品にも拡張し，また半製品形態で、の仕入れに

まで拡張するとそテ、ルはいっそう具体的になる

が，他面，汎用性が低下するので単純なモデルに

とどめてし、る.

b. コスト

① 変動費.このモデルで、変動費の範囲に入る

ものとして定義されているのは，原材料費，変動

力rrT費およひ、製品仕入高で、ある.原材料費は製品

l 単位の生産に必要な各種の原材料消費量に各原

材料の単価を乗じ，さらにこれに生産量を乗じて

/~Yi 出ナる.変動力11工費も生産量に比例する.製品

仕入商は仕入居にfI=入原価を乗じて算出する.仕

入能力を一種の外産能力とみなすと {:I:入量は生産

量に相当するので，ここにいう変動費とは，広義

の生産量:に比例する費用といえる.

この変動費とし、う費用分類は LPモデルで

関数tをピ線形近似し，企業モデ、ルで、の望ましい解に

近い解を LP モデルによって迅速に求めるために

必要である.

② その他の費用.変動費に含まれる上記の費

用のほかに，労務費，減価償却費，その他製造経

費，営業経費，および製品在!市減少高が，営業利

益算日のために売 k高から差し引かれる.そし

て， -'二記の原材料費も合めて，多くの費用項目が

物的数量の基礎なしに定義されるのでなく，原材

料投入係数，従業員数(このモデルで、は「人数J
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とよばれる)等にもとづいて計算される.これは

「財務面からみた特質」とはいえないかもしれな

いが，一般に多くの企業モテ、ルがこれらの項目を

売上高との関係で丙接，金額的に定義することが

多いのに比べて，このモデルの特長といえる.

なお，等しい製品であるにもかかわらず，自社

製品と仕入製品とでは原価を異にする.それらが

販売されるときには而者の区別をせず一括的に計

算するので，あとでどちらがどれだけ売れて，そ

れぞれどれだけ残っているかの妓分計算をしなけ

ればならない.この ζ とによって‘それぞれの期

末在附高(原価)がJ十算できる.そして，その按

分は一折的に把握された販売数量を，各製品の販

売可能量の比で、分割することによって行なわれ

る.し火、かえると期目在庫量に当期生産量(仕入

製品については仕入 ~t) を加えた数量にもとづい

て当期の販売量を按分するのである.

c. 利益処分と増資

当期利益に対して一定比本の課税が行なわれる

こと，税引後利益と繰越剰余金の合計が正である

かぎりにおいて配当が可能であることなどは現実

に近い形でモデル化されている.

また， .t将資についても現実に近い制約として，

前期に年 l 割またはそれ以上の配当をしているこ

と，倍額以との増資ができないこと 3 期 fÌ甘の資

本金の 4 倍以上:の資本金にはできないことーとい

う制約条件がおかれている.し、し、かえると 2 期連

続して倍額増資すると 2 知jで 4 倍になるので少

なくとも l 期は増資できないということである.

d. 現金と借入金

現金の在高をその流出入を直接J巴揮することに

よって汁算するのでなく， 負債， 資本の合計額

(総資本)から現金以外の資産を差し引くことによ

って算出すること，これは諸に述べた.

つぎに借入金については種々の制約が設けられ

ており， l�I Jt月末の n 己校本や景気動向によって借

入総額が押えられている.ただし，あとで述べる

新事業投資を実施する場合には，その」定割合だ
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け借入枠が追加されるようになっている.なお，

この借入金に関連して，その一定割合が拘束預金

として据置かれる.

e. 設備投資

設備投資は増産投資，合理化投資および新事業

投資に区別される.合理化投資の効果は一定量の

産出をより少ない人数で生産しうるようにあらわ

れる.新事業投資はー・般に長期経営計画において

も耽要な要素であるが，このシステムにおいても

大きなウェイトを占めており，この投資を行なう

場合にほ別個の事業部を形成することになる.ま

た，この投資を行なう前に，経済計算サフモテル

によってその経済性を確かめることができる.ま

たこれらの投資が稼動するまでにー定のリー卜守.

タイムがおかれている.

以上の説明で、わかるように，われわれのシステ

ムは決定変数と結果とを結ぶ基本的モデルとして

全業モデルをシステムの '1 1心に据えており，この

企業:モテ、ノレは主として会 ， il 的コンセブトから構成

されている.そして，モテ、ル全体は実際の会計上

の概念の結合構造に近い形で構成されているが，

→|而においてそれは復式簿記の原理によっていな

いこと，また他面において，それは単なる金額概

念の結合ではなくーその基礎に多くの物量数字が

あることに注意しなければならない.

異質的な諸活動を含む企業活動を総合的に，ii 画

し評価する単位は財務的なターム以外にないか

ら，われわれのモデルがより現実に近いものに改

善されると，それはトップ・マネジメントの総合

的な ~i 画設定に非常に有用な情報を与えることが

できるといえよう.

, 4 汎用モデルへのデータのあてはめ|

4.1. なぜデータの収集が困難なのか

欧米での企業シミュレーション・モテ、ノレの実態
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に関する最近の調査結果によると( 2 ]，企業モデ

ルの主要な限界の l つとして，あまりにも多くの

入力データが要求されることからくる，利用上の

限界が指摘されている.われわれはモデルの基木

投;jf-の段階から，この限界を自覚し，利用しやす

いモデルの作成を l つの目標とした.

本モデノレは汎用の長期経営計画モデルである.

汎用の長期モデルを単なる予測モデルに終わらせ

ず，なんらかの主要政策の決定をめざす戦略モデ

ルにまで仕上げるのは困難な仕事である.本モデ

ルで、は，生産能力とか操業度といった，政策決定

に欠かせない物量概念を残すことにより戦略モデ

ルの性格を出そうと試みるとともに，財務変数に

ついてはできるだけ限定することにより入力デー

タの圧縮につとめた.

以上のようなモデル設計の過程において，新た

な問題が生まれてきた.それは，現実に入手しう

るデータとモデルが必要とする入力データとの間

にギャッブが生じたため，これをなんらかの方法

でうめなければならない，という問題である.

これは，汎用の長期モデルにとっては， もとも

と避けられない問題であるが，木モデルでは 1-. の

ような理性lから，主要な物量概念を入力項日とし

て残したため，い η そう解決のむずかしい問題と

なった.この問題は測定尺度の性格からつぎの 2

つに大別しうる.

(1) 現実データとモデルの項Ilの測定尺度の属

性ないしディメンジョンは同じだが，前者を後者

にあてはめるために，集計あるいは配分そしなげ

ればならない場合.

(2) モテ、ルの項目の測定尺度の属性に対応した

現実データがない場合.

(1) の例としては， たとえば， 各種の経慢の集

計によるモデル項目の「その他の経費」の作成，

全社の減価償却引当金を一定の配分基準により，

モデル項 11 の「事業部別減価償却引当金こ配分

する手続，など主として財務データの集計，配分

に関して発生し，その処理は比較的簡単一である.

1977 年 3 月号

これζ対し， (2) の解決は困難である. (2) の具体

例を列挙すればつぎのとおりである.

@多品種の製品を製造している事業部につい

て， その 7事7事干業部の統-

成するにlは土どうすればよいか，(5)たとえ製品が 1

種類であるとみなしうるとしても，それが多工程

にまたがって生産される場合，しかも各工程が質

的に異なる作業をしている場合，統一的な操業度

概念をどのように形成するか，@工程途 '1-' で製品

が出入りする 1;トR とか仕入尚品の日:をどのように

換持するか，④社内ぷ備との関連において，社外

投資の生産能力をどのようにして見積るか.

われわれは央ー質の測定尺度を持つデータの統合

ないし統一という後者の問題に対し，なるべく多

くの生産形態の企業を検討しようとした.しか

し，現段階では，後述の 2 社について検討し得た

にすぎず，この問題を一般化して論じうるまでに

はいとっていない.ただ，われわれは多工程の製

造形活をとる繊維素材メーカーと異質製品の製造

と相当量の仕入向品を持つ化学製造会社という異

質の企業をI吟味できたので，人力データに関する

主要問題は網縦し得たのではないかと考える.

以下ではまず，これら 2 社が入力データのあて

はめに関し，どのように対処したか， 主要論点に

しぼって具体的に述べる.そして，最後に，現実

のデータとモデル項日とをむすびつけるための補

助システム，つまり，入力データ処理システムを

どのように設計したか，について簡単にふれる.

4.2. 異質製品を製造する化学品製造会社

でのデータのあてはめ一一A社の場合

a. 入力上の前提条件

事業内特がそれぞれに異質の製品を製造する複

数事業部で構成され，商品供給而からみると，内

社生j老!日の外に 1\\; ，日， {1: 入も合まれる， ・般的な製

造業，7) 'jç例である.

このような条件下での全社を J折した入力方法

として，複数事業部共通の統ーされた基準設定が
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必要となる.これを事業部構成中の構成比率のも

っとも高い主一愛事業部の製品を基準とし，すべて

の入力演おの基準概念として畏挟させた.

b. 主要入力演陵の考え方と留意点

つ〉生産設は主望号製品の として複

数の英資製品の統合をはかった.

。換算生産量口主要製品生産量十その他製品換

っその他製品換符佐渡辺c=その他製品生産高十

主要製品基準単位あたり原価

この換第方法によると '!Ç楽部数の多少にかかわ

らず適用できるが，問題点として一般的には i在最

換算不適な製品も含まれるケースも多いはずであ

り，現実とは異なった計算上の生産量全示すこと

となる.これを実綴原価と近似的な績をf怒るよう

換算係数として過去の突綴からその知向合求め

て，そデ/しに適むしていくことも一方法である.

骨仕入浴についても主要製品の重姿換算仕入佐

とし， (:j社製品と仕入製品の原個室長兵は少しと{放

し， rきi 社製品の療{泌を基準として評繕したe

。換諌ft入量ヱコ仕入高÷ドJ 社主要製品の掠{郎

仕入秘品の概安1)について，このモデノしで之内社

製品安全部際締で評鶴しており，原{磁石容が時 n社

製品とて予しく，力目前平均でふド価しても実績花 liH高

とモデル f:の在iぶ高との訟は小さかったー

また製品の計三摘は景気変動iこ激感なため，当-1:

デ、ノレでは価格指数を景気変動指数に依作させてお

り，それによって評fil百額の修正が j可動的にむなわ

れるメカニズムにな勺ているので，これも講離減

少に効果的に働いていることを示している.

(寄生産性をあらわず関係式として生態関数が総

み込まれており，その入力係数の算式を示すと

。労働産出係数担当三重量長tw;-.' (人数μ ×人稼動期

合}

じ資本産出係数z佐渡ぷbi+ (資本設備ti X機械

報動割合)

人稼動鱗合の基準設定は生産能力にJ;{S ζた人員

配畿であると仮定し機械稼動割合が 100% のとき
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人稼動割合も 100% と基準をおいた.これは全社

の 1主食換算生産畿に対する全社人員の稼動;子、を示

すこととなり，生援品種の様或によって労檎騒動

割合も異なるが品機構成は大きく変わらないとい

う前提にたっての係数値となる.また合頭化投資，

技術革新による生遊性向上Iこよって入機動説会の

基準が異なってくることも留意すべき点である.

機械稼動害1]合は事業部約機械稼動不を生産能力

に対する実績生産後の割合とい各事業部湾IJ機械

機動不を加前平均して全社の機械稼動割合とし

た.したがって機成比率の高い卒業郊の影響を多

分に受け事シブト数の変動による稼動不の変化も

生ずるが，これらのことはあらかじめ予測し得る

製作‘として，ヂ…タのti;):入をはかる必袋がある.

4.3. 工程が多い企業のデータのあてはめ

一-B殺の場合

この会社は繊維の総合素材メーカ…ぞある.綿，

毛，ニにステル，ナイ口ン‘アグ 1) ノ\0-- '~~の素材をワ

タラ糸，織物，加亡織物，ケ二次製品に加えて，ゴド

織稚のフィルム，生化学品を製造販売している.

ヌドモデノしへのデ…タあてはめ 1-.の問題点を，生産

量と原料費の推定，;1 符 iこしぼって述べてみたい‘

a. 生産量について

繊維部門{事業部)の生連主恕関係を民生 i 略

関で、示す.この闘が示すようじ

。各工程の仕上製品は販売もされるが，次工程

の原料としても様替えられる‘

。 各工程の製品の仕上単位が異なる.

したがって，この事業部全体での生産震は各工

程の生産量を単純に集~Iーして求めることはできな

い. 1 つの方方.法とし

を糸にE原買料展開 Lし主題:という i つの単位に置き

換えることが考えられる.しかし，この場合議物

の生成長:の中には， >>11 工織物原料への綴春季分，糸

の生態議:の中には，織物原料への様替分を合むこ

とになるので，糸への換採は:二敬三前の ffi:複計算

がなされることになるーその結果は 1 つの指標と
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来販売 ì~判明売 加工;.~物販売

二次製品

原料

図 4.1 B社繊維部門の生産工程

しての JE味しかない.それにしては，糸への換咋

は手数がかかりすぎる.

今回は，各事業における粗原料の投入数日:をも

って司その事業部の牛宇産量とみなすことにした.

ここにも大いに問題があることは十分間志して

いる.すなわち，糸，織物，加工織物， 二次製品

の生産割合や，各一て程の原料在w吊や，社外仕入

商品の中間工程への原料振替量が，朋ごとに大き

く変動する場合である.

b. 原料費について

前記の生産工程関係図からわかるように

。財務計算上，各工程の原料原価には粗原料と

~íj工程までに投入された雨IJ原料と加工費が含

まれている.

。他事業部で生産された製品も原価で振替えら

れ原料投入される.

したがって，原料費に力11 仁費を加えて製造原価

を求めると， 仁程問での原料振替分のうちの加仁

費は二 í~:計算されることになる.さらに事業部間

での原料振替を加味すると，事業部別の原料貸推

定はいっそう復雑になる.

そこで，つぎのように事業部別の原料伎の推定

，';1ー算をすることにした.

売上原価=売上高 荒利益

原料費=今期製品在!卓高+売[二原価

一(前期製品在庫高十原料費

十変動加工費十労務費+減価償却費

+その他製造経費+製品仕入高)

4.4. 現実のデータをどのようにあてはめるか

11支，既成システムを自社で使ってみた方は，

1977 年 3 月号

データづくりに 1'1~1: t 、思いをさせられた経験がおあ

りだと思う.これは、モデル項目と現実のデータ

が一致する場合が少ないからである.木システム

のデ タづくりも簡単ではなかったが，できるだ

げ利用者が子軽に使えるように，現実のデータ処

理システムを用志している(図 4.2).

ril"[1亘 Wlのシミュレーションの基礎となる係数

は，過去の実績係数の q'J.純平均や 3 期移動平均な

どで自動的にっくり出して

いることはいうまでもなく

過去の実績係数の大部分も

過去の実績財務諸表から，

このモデルにフィットする

!移で計算される.この“モ

デルにフィットする形"と

いう点がミソで，利用者の

負担を軽くする役目を果し

ている.すなわち，過去の

実績財務諸表は，システム

内では集約，標準化した形
図 4. :Z 入力データの

処理 で利用されているが，利用

者はJ'j社のl!1 務治夫チータを，本システムの l該当

する項目へ転記するだけでよく，システムが活動

するにめに不 nJ 欠の各種係数を，モデル構造をに

らみつけながら，いちいち電卓をたたいて，，1'算し

たりする手聞はいらない.現実のデータからモデ

ル項目にあてはめるポイントとしては，つぎの 3

点があげられる.

① 物fA: と金額の相主，~1'1, 
② 事業部別データの作成

Q) モテ、ルで、は不必要なデータ処理
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① 物量データは，種主n (単位)が多く，復雑な

工程や組織を持つ企業ではー貫したデータが得

られにくく，先に述べたように代友原材料など

で代替せざるを得ない場合，金額との相互性を

保つために単価や仕入原価などは相互性を持っ

た係数として計算される.

@ 事業部別データは，現実にはJド ?f~に得られに

くいものがあり，必要には、じて全社の値をなん

らかの割合で按分している.たとえ If，事業部

別の機械設備額は，全社データを減価償去|ぱJIの

割合で按分している.

Q) モデルの変数や係数で、はないが現実のデータ

として存在する場合は，モデル項目の中で比較

的盈要でないと忠われるものにたし込んでしま

うことにより，全体のノミランスを保っている.

以上のようなポイントにもとづいて，現実のデ

ータからモテ、ルの要求するデータへのあてはめを

自動的に汁算して行なっているので，利用者は過

去 6 期間の損益計算書，貸借対照夫を中心とした

財務諸表と，生産量，仕入店従業員数て?の物設

データを周忌するだけで本システムが使えること

になる.

5. モデノレ(乍成仁の問題点

このシステムをつくっている際に気づいたこと

や，このモデルの限界について若干述べておく.

a. 時代の影響

このシステムをつくりはじめたのは昭和48年夏

で，まだ日本経済が高度成長ムードにあるころだ

った.この種の企業モデル作成にあたっては，注

立していなければならないのだが，その当時の怠

思決定が，それまでの業績の傾向をどんどん伸ば

してゆく，ということをしていて間違いなかった

時代の影響を受けて，恥ずかしいことには，安易

に，成長型の企業モデルをつくってしまい，オイ

ノレ・ショック以後に，景気が停滞したり下降した
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りするときのための修正を加えた.極端な場合に

生産がゼロになっても，退職希望者を募ったりし

てなんとか動けるモデルにした.しかし，そんな

ときに資産の買却をしたり事業部を併合したりと

いう手は，あまりにも個別的になって，このモデ

ルには入れてない.

b. 個別的な策をシステムに入れるのはむずか

しい

すなわち，資産がいくらで売れるとか 2 つの

事業部を併合すると，どのように組織が変わり，

売卜や費用がどうきまるかは適用する1þ:業ごとに

まったく事情が異なることが多く，汎用モデルと

しては入れられず，任しいときこそこんなシステ

ムを使いたい，というねらいからは，はずれるジ

レンマがある.すなわち，この種の企業モデルは

C. 過去のトレンドの延長としては把えられな

いものは調べられない

という基本的欠陥を持つようだ.たとえば，新

製品とか，新事業とかは，過去に例がないからこ

そ意味あるので，そんな場合のシナリオを，すば

やくモデル化して検討できるようにしておく必要

があろう.たとえば，システムを適当に細分した

モンュールごとに作成して合成してつくれるよう

にするとか，計画モデ、ル作成のための言語をつく

るとかいう努力が必袋になる.
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